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１ 各会計歳出予算の推移

　平成２７年度の予算編成は、第２次財政運営計画を着実に実行できるよう、電気料金の引き上げを
踏まえ、徹底した内部経費の節減と事務事業の見直しを行い、教育環境を充実するための経費、防災
・減災対策や公共施設の長寿命化に資する事業、尐子化対策などに重点を置き予算編成に取り組みま
した。その結果、一般会計の当初予算は９６億５，８５３万円、対前年比１億５，１４０万５千円、
率にして１．６％の増、特別会計６４億１８９万４千円、企業会計３２億３１３万２千円となり、全
会計で１９２億６，３５５万６千円、対前年比７億３，８８２万４千円の増、率にして４．０％の増
となりました。

　国民健康保険特別会計は、法改正に伴う保険財政共同安定化事業拠出金の増により対前年比８．７
％増の３２億２，７８０万７千円を計上しました。
　後期高齢者医療特別会計は、後期高齢者医療広域連合市町村負担金の減により対前年比２．５％減
の２億９，２８１万４千円を計上しました。

　介護保険特別会計は、居宅介護サービス給付費及び地域包括支援センター運営事業費の増により
対前年比１．２％増の１６億７，０８２万９千円を計上しました。
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　公共下水道特別会計は、公共下水道建設事業費（終末処理場施設更新）の増により対前年比
１０．８％増の１１億１，９６９万円を計上しました。
　個別排水処理特別会計は、個別排水処理施設建設事業費の増により対前年比８．５％増の
９，０７５万４千円を計上しました。

　水道事業会計は、退職給付引当金の減及び水道施設耐震診断業務の増により対前年比１．１％減
の８億２，３１３万３千円を計上しました。
　病院事業会計は、医師の増及び医療機器等の更新により対前年比９．７％増の２３億７，９９９
万９千円を計上しました。
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　平成２７年度美幌町各会計の予算規模の割合は次のようになっています。
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２ 平成２７年度一般会計歳出予算の科目別配分状況

　平成２７年度と平成２６年度の一般会計予算の歳出を科目別に比較してみました。
　平成２７年度は民生費が最も多く、次いで職員給与費、公債費の順になっています。
　民生費が減尐しているのは、コミュニティセンター耐震補強事業が完了したこと及び後期高齢者
医療広域連合負担金が減額したことによるものです。

　平成２７年度の各科目ごとの配分は次のようになっています。
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３ 平成２７年度一般会計歳入予算の内訳

　町の収入で一番多いのは、国から配分される地方交付税で３８億４，０００万円、次いで町税
２１億７，７２４万円、道支出金６億４，１１２万１千円の順になっています。

　各科目の歳入総額に占める割合は、次の円グラフのとおりです。
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４ 町税の推移と内訳

　町税の推移は次のとおりとなっており、個人町民税は増加しているものの、法人町民税、固定資
産税の減尐から対前年比１．１％減の２１億７，７２４万円の当初予算額となっています。
　自主財源である町税の収納率向上に向け、平成２７年４月からコンビニ収納を開始したところで
すが、引き続き収納体制の強化に取り組んでいきます。

　町税の内訳（平成２５年度決算）は、固定資産税が３９．７％を占めており、次いで個人町民税
３７．４％、町たばこ税８．９％、法人町民税６．４％、都市計画税５．６％、軽自動車税２．０
％の順になっています。

５ 管内市町村との税収の比較

　歳入に占める町税の割合を平成２５年度決算で比較してみると、２１．４％とオホーツク管内
市町村の中で１番高い割合となっています。
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６ 標準財政規模と地方交付税額

　平成２５年度の標準財政規模（人口や面積などを基準として、その町を運営していくために必要な
お金）の標準規模額（地方交付税を算定する基礎数値）と交付税額をグラフにしてみました。
　管内市町村の標準財政規模は、北見市が３５１億９，１４９万８千円と最も高く、次いで網走市の
１２７億６，０２５万円、遠軽町の１０５億３３９万４千円で美幌町は６８億５，５９５万５千円と
と３市１町に次いで５番目となっています。
　一方、管内市町村の交付税（普通・特別）の交付額では、北見市が最も高く１９３億４，１２３万
円、次いで遠軽町の８２億８，０８０万３千円で美幌町は４２億２，３８６万７千円と管内市町村で
は７番目となっています。
　なお、全道で泊村だけは、基準財政需要額（必要最低限の水準である一般的な行政サービスに係る
経費）より基準財政収入額（町税等の収入額）が多いため、普通交付税が交付されていません。
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７ 基準財政収入額及び基準財政需要額の推移

　基準財政収入額とは、個々の地方公共団体が、標準的な状態において徴収が見込まれる税収入を一
定の方法によって算定した額をいい、基準財政需要額は、個々の地方公共団体が標準的な水準で行政
を行うために必要な経費を一定の方法によって算出した額を表します。この差額が地方交付税として
国から交付されます。

15

８ 地方交付税の推移

　地方交付税は、普通交付税と特別交付税の２種類に区分され、普通交付税は個々の地方公共団体が
標準的な水準で行政を行うために必要な経費の内、一般財源でまかなうべき額から、個々の地方公共
団体の標準的な一般財源（税収等）の収入額を超える分が地方公共団体に対し交付されます。
　特別交付税は、その年に生じた災害等特別の事情により多額の経費がかかる財政需要に反映させる
ために、交付税総額の６％の範囲内で交付されます。
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９ 投資的経費の推移

　投資的経費（普通建設事業、災害復旧事業等）の推移をグラフにしてみました。
　今後も、事業の必要性、優先度、事業効果等十分検討し、後年度における財政負担を考慮しながら　
進めていかなければなりません。

10 地方債（借金）の償還額と借入額の推移

　地方債の償還額（利息含む）は、公的資金補償金免除繰上償還の実施や新発債の抑制により、平成
１６年度をピークに毎年減尐しています。地方債の発行については、平成２６年度からの過疎地域指
定に伴い事業の優先度や緊急性、後年度に及ぼす影響を判断し、将来にわたって健全財政の確保がで
きるよう慎重に対処していく必要があります。

11 各会計地方債（借金）の残高状況

　町の借金は、平成２５年度末で美幌町全体で１９７億９，２５０万４千円となっています。
　これを、平成２６年３月末の世帯数及び町民１人当たりの負担額に置き換えてみますと、１世帯当
たり ２，０４９千円(前年度２，１４１千円)、人口１人当たり ９５０千円（前年度９８２千円）
となります。ただし、借金の中には交付税により措置されるもの（国からの交付金）があり、借入
金額がそのまま町民の負担となるわけではありません。

※一般会計地方債現在高には、介護サービス特別会計廃止に伴う調整分も含む（Ｈ２１～）。

9,750,464 

5,508,890 

2,284,506 

1,759,763 

488,881 

一般会計 

公共下水道特別会計 

病院事業会計 

水道事業会計 

個別排水処理特別会計 

総額 １９，７９２，５０４千円 

単位:千円 会計別地方債残高 

153.4 

143.2 
133.3 

125.1 

116.8 
110.1 103.2 

97.5 

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

単位:億円 一般会計地方債残高の推移 

1,940,832 1,905,547 1,881,784 1,843,784 1,670,591 

1,541,881 
1,401,092 1,310,272 

735,430 548,265 586,550 672,000 630,100 679,100 546,500 584,200 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 

単位：千円 
地方債償還額と借入額の推移 償還額 

借入額 

1,126,092 
927,281 871,121 

1,974,910 

2,747,626 

2,053,635 

1,069,400 

1,363,979 

710,362 572,021 495,222 

1,341,027 

2,000,988 

720,272 151,901 
397,937 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 

単位：千円 投資的経費の推移 投資的経費 

内補助事業 
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12 管内市町村の地方債（借金）と基金（貯金）残高の状況

　平成２５年度決算の管内市町村の一般会計における人口１人当たりの借金（地方債残高）と貯金
（基金）の状況は、次のとおりです。なお、借金の額は４６万１千円、貯金の額は１６万２千円と
なっており、借金は管内の市町村で一番低くなっており、貯金の額は３番目に低くなっています。
　※企業会計及び特別会計を除いた一般会計分　　※人口は、平成２６年１月１日住民基本台帳人口。

　美幌町の貯金の種類と金額は、平成２５年度末で次のようになっています。

1,240,053 

1,087,350 

363,488 

321,519 

200,669 

91,811 

31,585 

15,408 

19,102 

10,857 

10,249 

5,891 

財政調整基金 

公共施設整備基金 

福祉基金 

減債基金 

ﾊﾟｰｸｺﾞﾙﾌ場及び室内ゲートボー… 

ふるさとづくり基金 

公営住宅敷金基金 

代替輸送確保対策事業基金 

未来への森林づくり基金 

交通安全推進基金 

芸術文化振興基金 

学校施設整備基金 

総額 ３３億９，７９８万２千円 

単位：千円 

基金の状況 

パークゴルフ場及び室内ゲート 

ボール場施設整備基金 

162  

105  

729  

830  

170  

408  

149  

232  

623  

715  

747  

930  

608  

981  

941  

712  

1,201  

3,303  

461 

709 

849 

882 

888 

927 

951 

1,004 

1,008 

1,020 

1,052 

1,108 

1,455 

1,471 

1,510 

1,666 

1,741 

3,597 

美幌町 

北見市 

訓子府町 

津別町 

紋別市 

遠軽町 

網走市 

斜里町 

興部町 

湧別町 

佐呂間町 

雄武町 

大空町 

清里町 

置戸町 

小清水町 

滝上町 

西興部村 

単位：千円 
管内市町村の人口１人当たりの借金と貯金の状況 借金 貯金 

23.1 22.8 23.5 

25.3 

28.8 

25.5 

30.1 

34 

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

単位:億円 
基金残高の推移 

ふるさとづくり基金 
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13 財政状況（財政指標）

○　経常収支比率の状況

　財政の状況をチェックする一つに「経常収支比率」という数値があります。これは、人件費や施設
維持管理費等毎年決まって支出するお金（経常経費）を町税や交付税等毎年決まって入ってくるお金
（経常的収入）で割返した数値をいいます。
　この数値が８０％であれば、その年に自由に使えるお金は２０％となります。従って、この数値が
低い程、様々な仕事を行えるということになります。
　平成２５年度の管内市町村の状況は次のグラフのとおりですが、美幌町は７７．９％となっており
管内平均（加重平均）の８３．０％より低い数値となっています。

　美幌町の経常収支比率の推移は、次のとおりとなっています。
　今後もさらなる経常経費の抑制と税収等の財源確保に努めていきます。

87.8 

90.5 
89.1 

84.6 

80.5 81.1 

76.5 
77.9 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 

単位：％ 

経常収支比率の推移 
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70.4  70.5  
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管内市町村の経常収支比率 
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○　財政力指数の状況

　その町の人口や面積に応じて標準的にかかるお金に対して、標準的な状態において徴収が見込まれ
る税収入を一定の方法で算出した額がどの程度であるかを示す目安として｢財政力指数｣があります。
この指数は、「町の体力」を計る基準の数値で、「１」であれば１００％自分たちのお金で町を運営
できることとなり､ ｢０．５｣であれば５０％の経費を自分の町でまかなうことができることとなりま
す。
　平成２５年度決算で全道で一番高い数値は、泊村の２．００７で、次いで千歳市の０．７５４、
苫小牧市の０．７４４、札幌市の０．６９２で、全道市町村平均では０．４２７、町村平均では
０．２２１となっています。美幌町は０．３４１で全道で３５番目（町村では１４番目）、管内
では北見市、網走市、斜里町に次いで４番目に高い数値となっています。　※平均は加重平均

　美幌町の財政力指数の推移は、次のとおりとなっています。
過去の最高数値は昭和５９年の０．４０６でそれ以降低下傾向にあり、近年は０．３４～０．３８
の間で推移しています。

0.372  0.380  
0.374  0.352  

0.341  0.335  0.341  0.341  

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

財政力指数の推移 

0.078  
0.104  

0.126  

0.160  0.165  
0.175  

0.177  0.190  
0.210  0.217  0.214  

0.239  0.252  

0.284  

0.341  0.348  

0.379  

0.447  
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管内市町村の財政力指数 

類似団体平均０．６３０ 

類似団体順位 130／138 
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○　公債費負担比率の状況

　一般財源収入総額のうち、公債費に充てられた一般財源の割合を示す指数で、１５％を超えると
警戒ライン、２０％を超えると危険ラインと言われています。平成２５年度決算では、美幌町は
１６．５％となっています。

○　実質公債費比率の状況

　普通会計における地方債の元利償還金のほか、公営企業会計及び一部事務組合等における地方債
の元利償還金に対する普通会計からの負担金や償還金的な債務負担行為額なども加えた実質的な公
債費指標であり、２５％が早期健全化団体、３５％が財政再生団体となる基準となっています。
　平成２５年度決算では、美幌町は１０．７％と管内では１０番目に高い数値となっていることか
ら、今後も特別会計を含めて歳入確保、歳出削減に取り組み、町債の新規発行を抑制するなどし、
健全で持続可能な財政運営を行っていきます。※平均は加重平均

　※早期健全化団体　～　破綻の一歩手前の状況で早期に財政の立て直しを実現しなければならない団体のことです。

　※財政再生団体　　～　いわゆる「赤字再建団体」で破綻状態に陥った団体のことです。

24.8 24.8 24.4 
25.2 
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23.3 23 

20.4  19.9  
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公債費負担比率、実質公債費比率の推移 

公債費負担比率 
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類似団体順位  97／138 

12



14 人件費の状況

　歳出総額に対し、職員給与費・議員報酬などの人件費がどのくらい占めているかを見てみますと、
平成２５年度決算で美幌町は１４．２％と、管内で割合の低い方から８番目に位置しています。

　本町の人口１，０００人当たりの普通会計職員数は７．６７人となっています。
　また、本町の職員の給与水準の適性度（ラスパイレス指数）は９６．７％となっており、
オホーツク管内平均の９７．２％を下回っています。 ※職員数　　　　　　平成25年4月1日現在

　ラスパイレス指数　平成26年4月1日現在

　※ラスパイレス指数…地方公務員と国家公務員の平均給与額を、国家公務員の職員構成を基準として、一般行政職における学歴別、　

　　　　　　　　　　　経験年数別に比較し、国家公務員の給与を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示した指数。
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単位：人 

管内市町村の職員定員管理（人口１，０００人当たり普通会計職員数） 
及び給与水準（ラスパイレス指数）の適性度 

ラスパイレス指数 

人口1,000人当たり普通会計職員数 
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15 財務書類４表（総務省方式改訂モデル）

　平成１８年に総務省より地方公会計制度改革の指針が示され、町の総合的・将来的な財政状況をよ

り詳しく把握するために、町の保有する資産や債務などを適切に管理していくことが求められるよう
になりました。財務書類４表は、そうした資産・債務等の実態把握のための書類であり、貸借対照表、
行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４つから構成されています。

＜財務書類４表の解説＞
○貸借対照表（バランスシート）
　貸借対照表は、年度末時点において町が行政サービスを提供するために保有している財産（資産）
とその資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表です。
　表の左側（借方）には公共資産や出資金、未収金などの「資産」が、右側（貸方）には地方債な
どの「負債」と、資産と負債の差額である「純資産」が計上されています。

○行政コスト計算書
　行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち、福祉活動やごみの収集といった資産形成に結び
つかない行政サービスに係る経費と、その行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比さ
せた計算書です。人件費や物件費、減価償却費などの「経常行政コスト」と行政サービスの対価と
して得られる使用料・手数料などの「経常収益」からなり、これらを差し引きしたものが「純経常
行政コスト」として表されています。

○純資産変動計算書
　純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産の部」に計上されている各数値が１年間にどれだけ
変動したかを表している計算書です。純資産（資産－負債）は現在までの世代が負担してきた分で
あるため、増加していれば将来世代のために資産を積み増ししていることになります。反対に減尐
していれば、将来世代に負担を付け回ししていることになります。税金などの対価のない収入は純
資産変動計算書に含まれています。

○資金収支計算書
　資金収支計算書は、町のお金（歳計現金）の１年間の動きをその性質に応じて３つの異なる区分
（経常的収支の部、公共資産整備収支の部、投資・財務的収支の部）に分けて表示した計算書です。
　「経常的収支の部」には、人件費や物件費などの支出と税金や手数料などの収入が計算されてお
り、日常の行政活動による資金収支の状況が表されています。「公共資産整備収支の部」には、道
路などの公共資産の整備に関係するお金の動きが表されています。「投資・財務的収支の部」には、
借金の返済や投資活動に関係するお金の動きが表されています。

　美幌町では、決算統計数値を活用する「総務省方式改訂モデル」に基づき、平成２２年度決算よ
り、財務書類４表を作成しています。

借　方

資　　　産

貸　方

負　　　債

純　資　産

使う資産 

(例 インフラ整備、施設) 

 
売れる資産、回収する資産 
(例 売却予定資産、貸付金) 

将来世代の負担 

(例 地方債) 

国・道の負担、過去又は

現在の世代の負担 

(例 補助金) 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 8,598,253

①生活インフラ・国土保全 21,896,889 (2) 長期未払金

②教育 11,123,747 ①物件の購入等

③福祉 596,003 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 2,279,670 ③その他

⑤産業振興 2,595,989 長期未払金計 903,514

⑥消防 3,083 (3) 退職手当引当金 1,485,305

⑦総務 1,534,558 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 40,029,939 固定負債合計 10,987,072

(2) 売却可能資産 26,101

公共資産合計 40,056,040 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,152,211

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 114,729

①投資及び出資金 2,549,943 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 74,587

投資及び出資金計 2,549,943 流動負債合計 1,341,527

(2) 貸付金 151,000

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 12,328,599

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,836,410

③土地開発基金 0

④その他定額運用基金 48,972 [純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 366,961 １　公共資産等整備国道補助金等 12,576,765

基金等計 2,252,343

(4) 長期延滞債権 112,146 ２　公共資産等整備一般財源等 24,246,797

(5) 回収不能見込額 △ 23,104

投資等合計 5,042,328 ３　その他一般財源等 △ 2,383,441

３　流動資産 ４　資産評価差額 13,076

(1) 現金預金

①財政調整基金 1,240,054 純　 資　 産　 合　 計 34,453,197

②減債基金 321,519

③歳計現金 109,482

現金預金計 1,671,055

(2) 未収金

①地方税 14,849

②その他 1,224

③回収不能見込額 △ 3,700

未収金計 12,373

流動資産合計 1,683,428

資　　産　　合　　計 46,781,796 負 債 ・ 純 資 産 合 計 46,781,796

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国道補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち7,218,131千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 18,197,767 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 10,326,733 千円 10,326,733 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 284,863 千円 284,863 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 6,050,877 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 146,596 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 1,388,698 千円 1,388,698 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 17,040,528 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 3,459,402 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 2,303,531 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 11,277,595 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 1,157,239 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は5,893,086千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は34,596,651千円です。

0

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【(翌年度償還予定)地方債・(長
期)未払金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

0

6,050,877

146,596

0

0

43,994

2,434,646

0

54,635

3,347,813

1,953,994

0

1,393,819

3,347,813

158,201

0

0

207,280

貸　　　借　　　対　　　照　　　表
（平成２６年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

250,288

0

653,226

240,811

227,121

183,320
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 1,183,463 13.6% 127,775 178,661 163,984 87,894 185,408 0 348,071 91,670 0

（２）退職手当引当金繰入等 26,025 0.3% 2,342 3,930 3,097 1,666 3,488 0 9,758 1,744 0

（３）賞与引当金繰入額 74,587 0.9% 6,713 11,263 8,876 4,774 9,995 0 27,969 4,997 0

小　　計 1,284,075 14.8% 136,830 193,854 175,957 94,334 198,891 0 385,798 98,411 0

（１）物件費 1,537,549 17.7% 8,326 617,051 265,030 311,398 107,243 0 223,074 5,281 146

（２）維持補修費 369,868 4.3% 334,768 11,275 2,926 6,064 10,658 0 4,177 0

（３）減価償却費 1,591,972 18.3% 747,785 344,321 35,886 160,047 199,799 0 104,134 0

小　　計 3,499,389 40.2% 1,090,879 972,647 303,842 477,509 317,700 0 331,385 5,281 0 146

（１）社会保障給付 990,504 11.4% 20,512 940,282 29,710

（２）補助金等 890,096 10.2% 4,899 78,182 52,919 38,812 182,153 465,109 64,910 3,112 0

３ （３）他会計等への支出額 1,405,592 16.2% 303,290 0 729,003 373,299 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

451,833 5.2% 68,803 0 36,341 1,098 341,448 0 4,143 0 0

小　　計 3,738,025 43.0% 376,992 98,694 1,758,545 442,919 523,601 465,109 69,053 3,112 0

（１）支払利息 162,120 1.9% 162,120

（２）回収不能見込計上額 17,912 0.2% 17,912

（３）その他行政コスト 0 0.0%

小　　計 180,032 2.1% 0 0 0 0 0 0 0 0 162,120 17,912 0

8,701,521 1,604,701 1,265,195 2,238,344 1,014,762 1,040,192 465,109 786,236 106,804 162,120 17,912 146

（　構　成　比　率　） 18.4% 14.5% 25.7% 11.7% 12.0% 5.3% 9.0% 1.2% 1.9% 0.2% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 317,584 93,854 15,933 45,871 79,822 1,693 0 8,841 0 0 0 71,570

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 ｃ 171,148 0 3,836 11,058 0 116,310 0 9,944 0 0 0 30,000

488,732 93,854 19,769 56,929 79,822 118,003 0 18,785 0 0 0 101,570

ｄ／ａ 5.6% 5.8% 1.6% 2.5% 7.9% 11.3% 0.0% 2.4% 0.0% 0.0% 0.0%

8,212,789 1,510,847 1,245,426 2,181,415 934,940 922,189 465,109 767,451 106,804 162,120 17,912 146 △ 101,570

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

行　　政　　コ　　ス　　ト　　計　　算　　書
自　平成２５年４月 １ 日

至　平成２６年３月３１日

1

２

４
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国道補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 33,946,184 12,715,762 25,709,861 △ 4,492,515 13,076

純経常行政コスト △ 8,212,789 △ 8,212,789

一般財源

地方税 2,228,072 2,228,072

地方交付税 4,223,965 4,223,965

その他行政コスト充当財源 734,453 734,453

補助金等受入 1,533,312 352,368 1,180,944

臨時損益 0

災害復旧事業費 0

公共資産除売却損益 0

投資損失 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 533,512 △ 533,512

公共資産処分による財源増 0

貸付金・出資金等への財源投入 962,306 △ 962,306

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 200,668 200,668

減価償却による財源増 △ 491,365 △ 1,100,607 1,591,972

地方債償還に伴う財源振替 917,497 △ 917,497

資産評価替えによる変動額 0

無償受贈資産受入 0

その他 0 △ 2,575,104 2,575,104

期末純資産残高 34,453,197 12,576,765 24,246,797 △ 2,383,441 13,076

純　　資　　産　　変　　動　　計　　算　　書
自　平成２５年４月 １ 日

至　平成２６年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国道補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国道補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国道補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成24年度における一時借入金の借入限度額は2,500,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は149千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

230,874
1,155,710

109,482

10,283,760
584,200

220
10,097,003
1,322,499

128,315

2,476,753

0

310,921

63,000

0

20,703

95,011

489,635

△ 1,987,118

0

△ 18,833

0

68,283

183,646

876,042

△ 2,312,204

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

303,000

562,160

11

451,113

1,160,469

128,200

427,200

43,689

2,261,202

10,741,159

4,280,489

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

909,440

2,276,125

2,681

3,188,246

495,913

193,713

990,504

890,095

162,120

1,045,932

369,868

6,460,670

2,232,491

4,223,965

1,037,399

258,385

63,115

1,537,549

資　　金　　収　　支　　計　　算　　書
自　平成２５年４月　１日

至　平成２６年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,464,602
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16 人口及び世帯数の推移

　国勢調査(５年毎)で見てみますと、最も人口が多かった年が昭和６０年の ２６,６８６人で、その
後は減尐傾向にあります。一方、世帯数は、核家族化、高齢化による単身世帯等が進み年々増加して
おりましたが、平成２２年においては減尐傾向に転じております。
　なお、第５期総合計画（H18～H27)においては、平成２７年度の将来人口を２１，０００人と想定
しています。

産業別人口の推移（国勢調査）

10,900 

13,016 

14,739 

17,041 

19,820 

21,104 
24,772 

26,207 

26,133 

25,916 

25,853 

26,534 

26,686 

25,680 

24,716 

23,905 

22,819 

21,575 

2,014 

2,238 

2,564 

2,692 

3,556 

3,711 

4,233 
5,321 

6,294 

6,855 

7,464 

7,969 

8,089 

8,280 

8,499 

8,760 

8,883 

8,725 

大正14年 昭和5年 昭和10年 昭和15年 昭和20年 昭和25年 昭和30年 昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 

単位：人・世帯 

人口と世帯数の推移 人口  

世帯数 

5,801 5,218 3,958 
3,460 

2,695 2,517 2,588 2,362 2,124 1,794 1,686 1,645 

1,162 1,777 
2,451 

3,162 
3,110 3,253 3,016 3,219 3,582 

3,257 2,471 2,107 

4,815 5,447 6,027 6,553 6,900 7,619 7,853 7,608 7,420 7,413 

7,320 
6,500 

昭和30年 昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 

単位：人 

産業別人口の推移 第１次(農林業等) 

第２次(製造業･建設業等） 

第３次(サービス業･卸売小売業等) 
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　　国においては、人口減尐対策と地方の再生を図るため、地方創生関連法を整備し、景気回復を加速

　するための経済対策を打ち出すなど、経済の好循環と民需主導による経済成長を強く後押しする姿勢

　を示しています。しかしながら、本町においては、景気低迷による町税の伸び悩みや縮減傾向にある

　地方交付税など、安定的な自主財源の確保が課題となっており、依然として厳しい財政運営が続いて

　いる状況にあります。

　　尐子高齢化社会が到来した今、社会保障経費の増大や地域経済の活性化など、町を取り巻く課題は

　山積しています。これまで以上に事業の優先度や緊急性を判断のうえ、取り組むべき事業の選択と集

　中を図り、徹底した内部経費の節減や事務事業の見直しを行い、第２次美幌町財政運営計画の着実な

　実行により、真に必要な行政サービスを維持・提供できる財政運営に努めてまいります。

　　町民のみなさまと向き合い、話し合い、地域の力を結集し、「長生きを楽しめるまちづくり」を

　目指し、職員一丸となって取り組んでまいりますので、町民のみなさまのご理解とご協力を賜ります

　よう、お願い申し上げます。

　「グラフで見る財政状況」は、地方財政状況調査（決算統計）、各会計決算書、
国勢調査、オホーツク総合振興局地域政策部地域政策課市町村係提供資料の数値
に基づき作成しています。

平成２７年４月作成

＊本書についてのお問い合わせは、役場総務部財務グループ財務担当までご連絡下さい。

電話 ７３－１１１１ 内線　 ２２０，２２１，２２２

お　わ　り　に


